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令和元年度 再評価対象地区に係る事業制度・費用対効果の分析について 

                                                                   担当課〔岐阜市 河川課〕 

○
事
業
制
度
に
つ
い
て 

事業名 都市基盤河川改修事業（新荒田川） 

事業目的 指定区間内の一級河川において、一定の計画に基づき浸水被害を未然に防止

するため、河川改修を実施し国土の保全と民生の安定を図る 

採択基準 東京都区部もしくは人口５万人以上の市にかかわる一級河川叉は二級河川の

改良工事であって、流域面積が概ね３０km2 以下の区間（市街地の整備等と

関連して、河川の改良工事を実施する場合にあっては、流域面積が３０km2

を超える区間も含む。）であること 

概要 

（メニュー） 

・築堤工 

・掘削工 

・護岸工 

・堰、樋管等附帯構造物工 

○
費
用
対
効
果
の
分
析
に
つ
い
て 

効
果
の
項
目 

う
ち
貨
幣
換
算
す
る
項
目 

・家屋資産 

・家庭用品資産 

・事業所資産（償却・在庫資産） 

・農漁家資産（償却・在庫資産） 

・農作物資産（水田・畑） 

・公共土木施設等 

 

そ
の
他
項
目 

 

費
用
《
Ｃ
》
の
算
定 

・事業費と維持管理費の合計 

・評価対象期間は整備期間＋５０年とする 

・現在価値化に用いる割引率は４％（Ｂ及びＣ共通） 

・維持管理項目は、毎年の維持管理費を現在価値化して積算 

・毎年の維持管理費は前年度までの累計投資事業費に維持管理比率０．５％を乗じた額 

費
用
便
益
比
の
基
準 

・費用便益比が１以上 

  

-3-



令和元年度 再評価対象地区に係る事業制度・費用対効果の分析について 
 

課名 岐阜市 河川課 

 

  ○ 

  事 

  業 

  制 

  度 

  に 

  つ 

  い 

  て 

 事 業 名  総合流域防災事業（社会資本整備総合交付金） 

 事 業 目 的 

戸石川は現河道の流下能力が小さく、古くから浸水被害を頻繁に受けてきた。流域内の低

地には水田が広がるほか、開発により宅地化が進んでおり、近年においても浸水被害が発

生している。本事業では、河道掘削、築堤工、護岸工、橋梁架替等により流下能力を拡大

し、浸水被害の解消を図る。 

 採 択 基 準 

１事業の総事業費が概ね４億円以上２４億円以内の準用河川に係る河川改修等で、当該河川

工事によって氾濫被害が防止されることとなる区域内に６０ha以上の農地、５０戸以上の家

屋又は５ha以上の宅地が存するもの。 

 概      要 

 (メニュー) 

・掘削工 

・護岸工 

・橋梁工 

・用地買収 

 
○ 

費 

用 

対 

効 

果 

の 

分 

析 

に 

つ 

い 

て 

 

＊ 

費 

用 

便 

益 

B/C 

＊ 

:1.4 

 効 

 果 

 の 

 項 

 目 

う 

ち 

貨 

幣 

換 

算 

す 

る 

項 

目

》  
Ｂ

《  

・家屋資産 

  床面積に家屋１㎡当たり評価額を乗じ、家屋資産額を算定 

・家庭用品資産 

  世帯数に１世帯当たり家庭用品評価額を乗じ、家屋用品資産額を算定 

・事業所資産（償却・在庫資産） 

  産業分類ごとに従業者数１人当たり償却資産及び在庫資産評価額を乗じ、 

  事業所償却・在庫資産を算定 

・農漁家資産（償却・在庫資産） 

  農漁家世帯数に１戸当たり償却資産評価額及び在庫資産評価額を乗じ、農漁家償却資産額 

  及び在庫資産額を算定 

・農作物資産（水田・畑） 

  水田面積、畑面積に単位面積当たり評価額を乗じ、農作物資産額を算定 

・公共土木施設等 

  一般試算被害額に施設等に応じた比率を乗じ、公共土木施設等の被害額を算定 

 

 そ 

の 

他 

項 

目 

 

費 

用 

》  
Ｃ 

《  
の 

算 

定 

・事業費と維持管理費の合計 

・評価対象期間は整備期間＋５０年とする 

・現在価値化に用いる割引率は４％（Ｂ及びＣ共通） 

・維持管理項目は、毎年の維持管理費を現在価値化して積算 

・毎年の維持管理費は前年度までの累計投資事業費に維持管理比率０．５％を乗じた額 

費 

用 

便 

益 

比 

の 

基 

準 

・費用便益比が１以上 
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令和元年度 再評価実施箇所 

                                                                   担当課〔岐阜市 河川課〕 

番号 ４ 
事業名 

（河川名） 
都市基盤河川改修事業（一級河川新荒田川） 

事業実施 

箇所 
岐阜市渋谷町地先～岐阜市入舟町 事業主体 岐阜市 

採択年度 昭和６１年度 完了予定年度 令和10年度 

再評価の実施基準 再評価を実施した後５年間が経過した時点で継続中の事業 

 事業目的 本流域は、昭和51年の災害をはじめ、昭和63年、平成2年、4年、7年、9年、11年と頻繁に 

洪水被害を受け、家屋・工場・道路等に浸水し、甚大な被害を被った。また近年流域内の都市化により

治水安全度が大幅に低下している状況である。本事業では、護岸工、河道掘削等により流下能力を拡

大し、浸水被害の解消を図る。 

 事業概要 境川との合流点より上流3k200～5k200までの区間を都市基盤河川改修事業として 

整備を実施している。 

全体計画延長  L=2.00km 

計画規模  １／５ 

主要工種  護岸工、河道掘削 

 概 要 図  

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

改修済み区間の状況 未改修区間の状況 
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令和 元年度  再評価実施個所（附図） 

担当課〔岐阜市 河川課〕 

番  号 ５ 
事 業 名 

(路線・河川名等) 

総合流域防災事業 

（準用河川 戸
と

石川
いしかわ

） 

事業実施 

箇  所 
岐阜市打越・椿洞地内 事 業 主 体 岐阜市 

採択年度 平成 7 年度 完成予定年度 令和 10 年度 

再評価の実施基準 再評価後 5 年間を経過した時点で継続中の事業 

事業目的 

戸石川は現河道の流下能力が小さく、古くから浸水被害を頻繁に受けてきた。流域

内の低地には水田が広がるほか、開発により宅地化が進んでおり、近年においても浸

水被害が発生している。本事業では、河道掘削、築堤工、護岸工、橋梁架替等により

流下能力を拡大し、浸水被害の解消を図る。 

事業概要 総合流域防災事業 

事業延長：L=1.897km（河道掘削、築堤工、護岸工、橋梁架替等） 

概 要 図  

  

     

① NO.90 付近         ② NO. 97 付近        ③ NO.100 付近 

河鹿橋 

 

① 

② 

③ 

市道打越椿洞線 

← 戸石川

0k925 

流 域 界

河  　川

市  　道

凡　　　例
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令和元年度第５回 
岐阜県事業評価監視委員会 

費用対効果分析資料 
 

■事業名 

【河川事業】 都市基盤河川改修事業 一級河川新荒田川 

■事業内容 

河川改修 全体延長 L=約 2.0km（護岸工、河道掘削、堰改築等） 

■費用対効果分析結果 

区分 
前回 今回 

備考 
（基準年：H20） （基準年：R1） 

事業期間 H21～R20 S61～R10  

費用 

（百万円） 

事業費 13,914 26,154  

維持管理費 1,675 3,251  

合計（C） 15,589 29,405  

効果 

（百万円） 

氾濫防止便益 50,577 144,180  

    

合計（B） 50,577 144,180  

費用対効果分析結果（B/C） 3.2 4.9  

※金額は、社会的割引率（4%）を用いて現在の価値に換算したもの。 

 

■費用対効果分析の分析方法 

・治水経済調査マニュアル（案）【平成 17 年 4月】 国土交通省 河川局 

 

■費用対効果分析結果の概要 

【費用の主な変化要因】 

（事業費） 

 前回評価時は境川圏域整備計画（岐阜県）に合わせ、新荒田川・境川を評価対象にしていたが、

今回から、新荒田川の評価をより明確にするため、評価対象を新荒田川のみに見直した結果、

事業費は減少した。 

（現在価値化した事業費） 

 事業期間の違いから、現在価値化後の事業費・維持管理費が増加した。 

 

【効果の主な変化要因】 

（便益） 

 評価対象を新荒田川のみに見直した結果、被害額が減少した。 

（現在価値化した便益） 

 事業期間の違いから、現在価値化後の便益が増加した。 

 

【B/C の変化】 

 費用便益比（B/C）は、前回の 3.2 から 4.9 に増加し、十分な事業効果が確保される見通しで

ある。 
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令和元年度第５回 
岐阜県事業評価監視委員会 

費用対効果分析資料 
 

■事業名 

【河川事業】 総合流域防災事業 準用河川戸石川 

■事業内容 

河川改修 全体延長 L=1.897km（築堤工、護岸工、河道掘削 等） 

■費用対効果分析結果 

区分 
前回 今回 

備考 
（基準年：H26） （基準年：R1） 

事業期間 H7～R5 H7～R10  

費用 

（百万円） 

事業費 2,500 3,741  

維持管理費 300 431  

合計（C） 2,800 4,172  

効果 

（百万円） 

氾濫防止便益 6,292 5,917  

    

合計（B） 6,292 5,917  

費用対効果分析結果（B/C） 2.2 1.4  

※金額は、社会的割引率（4%）を用いて現在の価値に換算したもの。 

 

■費用対効果分析の分析方法 

・治水経済調査マニュアル（案）【平成 17 年 4月】 国土交通省 河川局 

 

■費用対効果分析結果の概要 

【費用の主な変化要因】 

（事業費） 

 計画内容を見直したため、全体事業費が増加している。 

（現在価値化した事業費） 

 評価時点の更新により現在価値化後の事業費、維持管理費が増加した。 

 

【効果の主な変化要因】 

（便益） 

 氾濫解析における地形判読精度の向上により、被害額、年平均被害軽減期待額が減少した。 

（現在価値化した便益） 

 年平均被害軽減期待額の減少により、現在価値化後の便益も減少した。 

 

【B/C の変化】 

 費用便益比（B/C）は、前回の 2.2 から 1.4 に減少したが、1 を上回っており、十分な事業効果

が確保される見通しである。 
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